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答    弁    書 

 

 

１．ＲＰＡとＢＰＲについて 

本格的な人口減少など社会構造の変化が進み、自治体の経営資源の縮小が懸念される中、質の高

い行政サービスを持続的に提供していくためには、ＢＰＲ（業務手順の見直し）による業務の効率

化は不可欠です。 

そうした観点から、本県では、平成28年３月に策定した「スマート県庁大作戦アクションプラン」

の取組方策としてＢＰＲを位置付けるとともに、様々な業務の見直しをこれまで実施してきました。 

こうした中、本年７月には「第２期行政改革大綱」を策定し、「働き方改革」や「ＩＣＴ利活用改

革」を取組分野に位置付けて、業務そのものの見直しや、ＲＰＡやＡＩなど新たなＩＣＴを積極的

に活用して、庁内業務の効率化に取り組むこととしています。 

ＲＰＡの導入に向けては､昨年９月から12月にかけて、「通勤手当の認定業務」と「災害時の職員

の配備計画作成業務」について実証実験を行いました。 

その結果、正確性や迅速性など具体的な効果が確認できた一方で、ＲＰＡの導入効果を最大限に

高めるためには、現状の業務をそのままＲＰＡに置き換えるのではなく、業務プロセスを見直し、

簡素化するＢＰＲが一層重要であることを再認識しました。 

こうしたことから、ＲＰＡの本格導入に当たっては、ＢＰＲを積極的に取り入れながら業務改善

を進め､職員の働き方改革を一層推進していきます。 

 

２．業務プロセスの標準化・共同化について 

地方公共団体における業務プロセス・業務システムの標準化・共同化については、都道府県や市

町村において、地方公共団体間を結ぶ広域ネットワークである総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）

で提供されるクラウドサービス「ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ」の共同利用が進んでいます。 

また、全国で統一的に実施しなければならない法定受託事務、法令に基づく自治事務については、

本県も含め、多くの都道府県でも国主導により全国規模で共同化を進めるべきと考えており、各団

体から国に対して働きかけを行っています。 

さらに、情報セキュリティの抜本的強化対策として構築した自治体情報セキュリティクラウドに

ついては、現在各都道府県がそれぞれの方式で構築・運用していますが、構築から５年を経過する

令和４年度には多くの団体がその更新時期を迎えることから、本県から国に対して、全国で標準化

したシステムの共同利用ができるよう、提案しています。 



 

 2

このように、都道府県レベルでの業務プロセス・業務システムの標準化、共同化に向けて、今後

できるところから取り組んでまいります。 

次に、県内市町村における横連携への支援について、県は、これまで、県内市町村とともに、神

奈川県市町村電子自治体共同運営協議会による電子申請や施設予約、電子入札の運用を平成17年度

から進めてきており、県民が安心して利用できる県内均一のサービスの提供と、業務プロセス・業

務システムの標準化、共同化による職員の業務負担軽減を図ってきました。 

また、県と県内市町村がこれまで個別に運営していたインターネットの接続口を１か所に集約し

た神奈川情報セキュリティクラウドを構築し、県域で高度なセキュリティ水準を実現しています。 

町村の情報システムについては、平成23年度から神奈川県町村情報システム共同事業組合が共同

化に取り組み、住民記録・税等の基幹系業務システムや、財務会計・電子決裁等の内部情報系シス

テムを共同で運営するなど、業務の標準化やスケールメリットも達成されているところであり、県

はこの取組みに対して、ネットワーク整備やセキュリティ対策、調達に関するノウハウの提供等の

技術的支援を行ってきました。 

今後とも、市町村においてさらなる情報システムの共同利用が推進される際には、県はできる限

りの支援を行っていきます。 

 

４．重度障害者の訪問介護について 

大阪府では、常時の介護を必要とする重度の障がい者の通勤、通学、就労時の介護サービスにつ

いて、現在、具体的な対象や負担割合などを、大阪市と連携し、検討している段階と承知しており、

詳細は明らかになっていないことから、大阪府と同様の制度を本県に導入する場合に必要となる県

予算を算定することはできません。 

現在、国において、通勤に係る障がい者への継続的な支援や、職場等における支援のあり方等、

重度訪問介護の見直しを含めて検討が行われているところであり、県では、障がい者が地域で安心

して暮らしていける制度となるよう、国へ要望しています。 

 

５．生活保護の未収債権について 

県保健福祉事務所（町村域）における平成30年度末時点の生活保護関係債権の調定額の合計は、

293,266,094 円で、収入未済額は219,372,248 円となっています。 

中核市及び一般市の福祉事務所に対しては、県は生活保護制度の指導監査を実施していますが、

未収債権の額については国が定める監査項目の対象になっていないため、調定額や収入未済額は把

握していません。 
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また、県保健福祉事務所における債権回収業務は、経理や管理を担当する事務職員が行っており、

ケースワーカーが協力する場合は、ケースワーカー業務に支障をきたさない範囲で行っています。

中核市及び一般市の福祉事務所に対しても、指導監査において、同様に行うよう指導しています。 

 

６．医療扶助費について 

県所管の福祉事務所（中核市及び一般市の福祉事務所と県保健福祉事務所）における生活保護費

に占める医療扶助費の割合は約49.2％（令和元年７月時点）と、約半分を占めています。 

そこで県は、県所管の福祉事務所に対する指導等を通じて、次のとおり医療扶助費の適正な実施

に向けた取組みを進めています。 

まず、精神病院の患者を含めた長期入院患者については、ケースワーカーが主治医訪問により定

期的に入院の必要性を把握し、退院が可能な患者に対しては、退院後の生活支援のための関係機関

と連携し、退院促進に向けた取組みを進めています。 

次に、頻回受診については、通院日数の多い生活保護受給者に対して、ケースワーカーが福祉事

務所の嘱託医と相談し、生活保護受給者の主治医への訪問等により通院の必要性を確認した上で、

頻回受診とならないよう指導を行っています。 

また、ケースワーカーと連携した保健師等専門職の活用は有効であると考えています。例えば、

ケースワーカーと保健師が連携して、生活保護受給者に健康管理面の注意点を助言するなどの支援

を実施している福祉事務所もあります。県では、こうした取組みの実践例を研修や会議で周知する

ことにより、県所管の福祉事務所全体に広げる取組みを行うなど、医療扶助が適切に運用されるよ

う努めています。 

 

７．生活保護行政へのテクノロジーの活用について 

生活保護受給者の増加や法制度の複雑化などにより、ケースワーカーの業務が増大していること

から、生活保護制度におけるテクノロジーの活用は、業務負担の軽減等につながる有効なものと考

えています。 

そのため、現在、県内すべての福祉事務所では、生活保護制度を実施していくための基礎データ

や保護費の支給状況を管理する生活保護総合システムを活用しているところです。 

県としては、今後とも、ケースワーカーの業務負担の軽減等に有効なテクノロジーの活用を図っ

てまいります。 






